
1.重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

 　その他の有価証券・・・市場価格のないものは、取得価格による。 

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

   最終仕入原価法による。

(3)固定資産の減価償却の方法

   定額法による。

(4)消費税等の会計処理

   消費税等の会計処理は、税抜方式による。

2.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
（単位：円）

3.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）
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設備 7,797,801 1,490,000 2,384,518 6,903,283

設備 6,903,283

投資有価証券 187,216,725 2,684,000

財務諸表に対する注記

科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

預金 46,250 72,103,389 0 72,149,639

基本財産

土地 96,851,141 0 0 96,851,141

建物 157,391,193 4,937,902 152,453,291

図書資料 14,541,674 119,545 14,661,219

什器備品 721,742 450,628 271,114

構築物 7,519,200 1,136,853 6,382,347

美術品 402,016,950 402,016,950

189,900,725

小　　　計 874,102,676 76,396,934 8,909,901 941,589,709

特定資産
50,977,892 87,190 51,065,082

小　　　計 50,977,892 87,190 0 51,065,082

合　　　計 925,080,568 76,484,124 8,909,901 992,654,791

科　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

基本財産

預金 72,149,639 0) 72,149,639) 0)

土地 96,851,141 26,680,475) 70,170,666) 0)

建物 152,453,291 127,641,690) 24,811,601) 0)

図書資料 14,661,219 5,540,000) 9,121,219) 0)

什器備品 271,114 271,111) 3) 0)

構築物 6,382,347 3,580,427) 2,801,920) 0)

美術品 402,016,950 194,739,394) 207,277,556) 0)

投資有価証券 189,900,725 16,069,525) 　173,831,200) 0)

小　　　計 941,589,709 381,425,905 560,163,804 0)

特定資産
51,065,082 50,947,676) 117,406) 0)

小　　　計 51,065,082 50,947,676) 117,406) 0 )

合　　　計 992,654,791 432,373,581 560,281,210 0 )

0)6,903,283)



4.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

（単位：円）

5.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　　目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

建物 279,800,566 123,797,433 156,003,133

什器備品 38,151,373 29,158,891 8,992,482

構築物 23,204,299 14,942,781 8,261,518

設備 47,491,163 28,260,797 19,230,366

合　　　計 388,647,401 196,159,902 192,487,499

内　　　　　容 金　額

経常収益への振替額
　　減価償却費計上による振替額 5,845,664

指定寄付金の使用による振替額 0

5,845,664

合　　　計 5,845,664

経常収益外への振替額 0

小　　　計 0

小　　　計


